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はじめに 

【背景・目的】 

近年増加する災害への対応として、コロナ禍の影響等から避難形態が多様化してお

り、車両避難者1や大雪による滞留車両等への自治体からの迅速な情報伝達手段の確保

が課題として顕在化しています。 

また、総務省の「放送を巡る諸課題に関する検討会2 放送用周波数の活用方策に関

する検討分科会3（以下、「分科会」という。）」では、本年５月に V-Low 帯域（95MHz～

108MHz）の利活用方策に関する基本方針に係る取りまとめが行われ、自治体等からの

提案を踏まえ、V-Low 帯域の一部周波数を防災関連情報の提供を目的として利用する

ことについて検討することが適当とされました。 

V-Low 帯域の防災利用に関する詳細な検討を行うため分科会の下に設置された本

ワーキンググループでは、自治体等から提案のあった市販ラジオ受信機（車両搭載の

カーラジオ等）を活用した防災行政無線と連動し補完する「FM 防災情報システム」の

実用化に向け、全国市区町村へのアンケート調査やアドホックグループを設置して専

門的な検討を進めてきました。 

FM 防災情報システムの実用化に向けて、技術的な条件や制度化に向けた検討が必要

となっており、V-Low 帯域に対応したカーラジオ受信機の普及も見据え、自治体への

導入は数年後と見込まれますが、当該システムの導入には自治体での十分な検討期間

も必要と考えられます。 

つきましては、今般、自治体での FM 防災情報システム導入に向けた検討の一助と

するため、本ワーキンググループの検討成果を解説資料として取りまとめましたので、

当該システムの有効性をご理解いただき、導入に向けてご活用いただければ幸いです。 

                         
1 避難所等に入らず車中で避難生活を送る避難者 
2 放送を巡る諸課題に関する検討会は、近年の技術発展やブロードバンドの普及など視聴者を取りまく環境変化等を踏まえ、

放送に関する諸課題について、①日本の経済成長への貢献や市場・サービスのグローバル化への対応、②視聴者利益の確保・

拡大等の観点から、中長期的な展望も視野に入れつつ検討を行うため、平成 27 年 11 月に総務省の検討会として設置。 
3 放送用周波数の活用方策に関する検討分科会は、規制改革実施計画（平成 30 年６月 15 日閣議決定）を受け、放送大学の

地上放送跡地及び V-High 帯域の活用方策について検討を行うため、「放送を巡る諸課題に関する検討会」の下に平成 30 年 10

月に設置。 
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１．FM 防災情報システムとは 

 

（１）FM 防災情報システムのコンセプト 

近年増加する災害への対応として、コロナ禍の影響等から避難形態が多様化して

いるなか、FM 防災情報システムは、同報系の防災行政無線（以下、「防災行政無線」

という。）の屋外拡声子局を通じて提供される音声情報が聞き取り難い車両避難者

や大雪による滞留車両等に、市販ラジオ受信機（カーラジオ受信機等）を活用して

防災行政無線の屋外拡声子局と同じ音声情報を提供することを目的としています。 

FM 防災情報システムの検討にあたっての基本コンセプトは次のとおりです。4 

① 防災行政無線と自動で連動し動作するものであること（自治体職員の操作

面での負担が増えないこと。）。 

② 防災行政無線を補完するシステムであること（防災行政無線の代替システ

ムではないこと。）。 

③ 防災行政無線の機器構成や機能等に変更を及ぼすものでないこと。 

④ 安価で簡便なシステムであること。 

⑤ 市販ラジオ受信機（カーラジオ受信機等）で受信できること。 

 

図 1 ＦＭ防災情報システムのシステムイメージ 
（緑色の防災行政無線に橙色の送信設備を付加） 

 

                         
4 防災行政無線の戸別受信機は屋内で利用するものであるのに対し、本システムは車両内で利用することを想定しています。

また、コミュニティ FM と異なり自治体が運用する防災行政無線と自動連動することを想定しています。 

雪による滞留車両 

FM の電波が 
届く範囲 

FM の電波が届く範囲 
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（２）ＦＭ防災情報システムの受信範囲 

ＦＭ防災情報システムのユースケースとして以下を想定しております。 

・車両で移動中に被災された方 

・避難所付近の車両避難者 

・大雪等による路上の滞留車両 

 

路上の滞留車両及び車両で移動中に被災された方に情報提供する場合は道路沿い

を受信範囲とするサービスエリアを構築します。車両避難者に対して主に避難所近郊

（避難所として指定されている学校の校庭等）を受信範囲とするサービスエリアを構

築します。これにより、屋外拡声子局のスピーカーから伝えられる音声が聞き取りづ

らい車両に対して情報を提供することが可能となります。 

ＦＭ防災情報システムの整備にあたっては以下のことに留意して整備することが

必要です。 

●主要道路沿いの地域、あるいは避難所駐車エリア周辺等にＦＭ電波で受信可能とな

るよう既存屋外拡声子局を選択又は屋外拡声子局を追加配置し整備。 

●ＦＭ防災情報システムは、屋外拡声子局 1箇所から半径 400m～1.5 ㎞程度の範囲で

受信可能となる条件を想定（出力は 100mW 程度を想定）。 

●ＦＭ防災情報システムは、複数の屋外拡声子局の組み合わせによりＦＭ電波の受信

範囲を構成することができますが、整備にあたっては最適な設計を検討する必要があ

ります。 

●屋外拡声子局と受信したい場所の間に建造物や丘・山など遮るものがある場合はそ

の影響を受けることから、ＦＭ電波の特性や電波環境を考慮した最適な回線設計を行

う必要があります。 

●屋外拡声子局の選択呼出やグルーピング運用をする場合は、その運用を考慮し、送

信アンテナの指向性や出力などの最適な回線設計を行う必要があります。 
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（４）FM 防災情報システムの機器構成・サイズ・導入コスト 

 ＦＭ防災情報システムは、主に以下の機器を防災行政無線の屋外拡声子局に付加し

ます。重量のある機器を設置しますので、防災行政無線の屋外拡声子局が設置されて

いる既存のポール（コンクリート柱、パンザマストなど）の耐荷重も重要になります。

想定される機器の構成・サイズ・コストは以下のとおりです。なお、以下の数値は現

状の想定であり、今後の詳細検討によっては数値が変わる可能性があります。 

 ・ＦＭ送信機（外形寸法約 300mmx300mmx380mm、約 70kg、約 150 万円） 

・ＦＭ送信アンテナ（３素子八木アンテナ、約 20 万円） 

 ・送信用干渉低減フィルタ（約 20 万円） 

 ・据え付け費用（約 110 万円） 

※寒冷地仕様の場合はコストやサイズに変更があり得るため、詳細についてメーカー

に確認が必要です。 

 

図 11 FM 送信設備の一例 
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（５）導入に向けた留意事項 

ワーキンググループ及びアドホックグループでは、専門的分野での検討を進めてお

り、導入に向けた留意事項について議論を行った項目を紹介します。 

 

ア 音質について 

ＦＭ防災情報システムは、防災行政無線のアナログ音声をそのままＦＭ電波で

流すため、防災行政無線と同程度の音質となります。 

なお、既存の防災行政無線の機器更新や防災行政無線を新たに整備する場合に

は、音質の良い機器を導入することで、音質の改善が見込まれるケースもありま

す。 

 

 イ エリア形成の改善策について 

 ＦＭ防災情報システムのＦＭ電波の届く範囲においては、他の屋外拡声子局に

設置したＦＭ防災情報システムとの混信のため場所によっては聞き取り難くな

ることがあります。 

 オプションとしてＦＭ同期方式を導入すると、同じ周波数でも混信が発生しな

いため、聞き取り難い場所において品質改善ができますが、別途費用が発生しま

す。 

 

 ウ 繰返し発信について 

 ＦＭ防災情報システムは、防災行政無線のアナログ音声をそのままＦＭ電波で

流すため、防災行政無線の音声が流れていないときはカーラジオをＦＭ防災情報

システムの周波数に合わせても音が流れません。オプションとしてＦＭ防災情報

システムに録音の機能を持たせ、繰返し同じ内容をＦＭ電波で送信することも可

能ですが、別途費用が発生します。 

 

 エ アナログ方式の防災行政無線屋外拡声子局との接続について 

 アナログ方式の防災行政無線屋外拡声子局については、納入から 10 年以上経

過しており、ＦＭ防災情報システムの追加・接続は各メーカーからも対応が難し

い、性能の担保ができない、などと聞いております。ＦＭ防災情報システムの接
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続可否については、屋外拡声子局のメーカーへおたずねください。 

 

 オ 屋外拡声子局の新規設置について 

屋外拡声子局が配置されていない地区や FM 防災情報システムのサービスを特

に必要とする地域 （主要道路周辺、道の駅をはじめ、避難所駐車エリア等の小ス

ポットエリア）へは、屋外拡声子局を増設することでＦＭ防災情報システムの新

たな設置も可能です。 

 

カ FM 送信設備の据付工事について 

防災行政無線の屋外拡声子局が設置されている既存のポールへの設置にあたっ

て、耐荷重の観点で取り付けが可能か、電源確保が可能か等により FM 送信設備の

据付にあたって事前の現地調査が必要となり、その結果そのままでは取付けられ

ない場合もあります。この場合は、個別での対応が必要になります。また、FM 防

災情報システムの導入に際して、FM 送信設備と防災行政無線システムの納入業者

が異なること（異メーカー間接続）も想定されることから、相互のメーカーに必

要な情報を照会し、関係者間で適宜協議することが望ましいと考えられます。 

 

 キ 隣接自治体との調整について 

   隣接自治体がＦＭ防災情報システムを導入している場合は円滑な運用のため、

隣接自治体と周波数やエリア等に関する調整が必要となります。 

 

 ク FM 防災情報システムの周波数について 

   FM 防災情報システムの周波数については道路看板や自治体ウェブサイト上に記

載し利用者に周知することが望ましいと考えられます。また、FM 防災情報システ

ムの周波数は特定の周波数帯域（例：95 MHz ～108 MHz）から選定することを想

定しております。カーラジオに自動スキャン機能がある場合は当該周波数帯域を

スキャンすることで利用者が容易に周波数を選択することができます。 


